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利息制限法1条 

［解説］ 

1 事案の概要 

原被告間では，金融目的での集合債権譲渡契約がされた上，譲渡人

たる原告に代理受領権限が授与されている。しかし，本件で特殊な

のは，最初のうちは「債権の売買代金は決められるものの」，「被告

が原告に実際に支払う売買代金額はその一部だけで，残額は，被告

が債権全額の弁済を受けることを条件として支払われることになっ

ており」，後になると，「弁済期で特定した本件債権の一部（一定の

金額分）だけが譲渡の対象とされるようになった。」との点である。

例えば，最初のうちは，債権の売買代金を100万円と決めつつ，被

告は，原告に，内金60万円だけを支払う，さらに，被告が債権全額

の弁済を受けたら残り40万円を支払うが，被告がそのような弁済を

受ける事態は，原告が約定の金額を被告に支払えなくなった後，被

告が譲渡債権の満額を回収した場合に限り生じることであって，満



額を回収できなかった場合は払わなくてよいとされており，後にな

ると，債権が100万円ありながら，60万円分しか買わないので，債

権の残り40万円分が焦げ付いても，被告にとって実害はないという

ことである。そのような状況下で，原被告間では，金銭の授受が繰

り返された。原告が支払うべき約定の金額と原告が受領した金員と

の差額は，原告が受領した金員を元金とした場合の利息制限法所定

の制限利率による利息額を大きく上回るものだったため，原告がそ

の過払金相当額の返還を求めたのが本訴であり，被告が原告の代理

受領額の引渡しを求めたのが反訴である。 

本判決は，原被告間の契約が，形式上は債権譲渡であるものの，被

告が対象となる債権全てを真に取得する意思がなく，実態としては

金銭消費貸借であるとして，被告が取得した利息制限法所定の制限

利率による利息を上回る金額の返還を命じた（反訴は請求棄却）。 

2 ファクタリング 

ファクタリングとは，一般的には，売掛債権等を保有する者が，債

権買取業者であるファクターに債権を譲渡し（その際，債権買取代



金から債権支払期日までの金利や割引率などの控除がされることが

通例），その後，ファクターは，譲受債権の回収を行うという取引

である。いわば手形割引に類似しており，金融取引の側面を有する

が，ファクターは，譲り受けた債権につきデフォルト（債務不履行）

リスクを負担し，その弁済を受けられなくても，譲渡人に対して償

還請求を行うことができないとされている。もっとも，最近では，

債権譲渡をしつつも，ファクターが譲渡人に債権の代理受領権を与

えることによって，当該債権の債務者には譲渡の事実が分からない

ような態様での取引がされることもあるようである。ファクタリン

グが貸金業法にいう「貸付け」に該当するかについて，村山由香里

「『貸金業』の該当性に関する一考察」金法1991号68頁（2014）によれ

ば，例えば，当事者の意思として，譲受人であるファクタリング会

社が譲渡債権の債務者のデフォルトリスクを完全に負担していると

すれば，債権の確定的な売買であることを示す一方，債権の譲渡価

格が債務者の信用リスクでなく債権譲渡人の信用リスクを考慮して



決定されていることなどは，債権の売買であることを否定する方向

の事実となるなどと指摘されている。 

3 問題の所在 

本件では，原被告間では継続的に金銭の授受が繰り返されている

（判決では，債権譲渡とその買戻しと整理されているが，反訴請求

の訴訟物からすると，買戻しでなく，代理受領権限に基づく受寄物

たる債務者からの弁済金の引渡しという理解もあり得よう。）が，

当該取引においては，ファクターである被告から原告に支払われる

代金額を仮に貸金の元本とすれば，一定期間経過後に，これに利息

制限法の制限利率を乗じた利息額をはるかに超える金員を上乗せし

た金額を，原告から被告に支払わなければならなかった。そこで，

当事者間の取引が，法形式上は債権譲渡契約ではあるものの，実態

が金銭消費貸借契約に等しいとすれば，利息制限法に違反するので

はないかかが問題となる。なお，法形式と実態とに食い違いがある

場合として，過去の判例では，三者間で売買及び割賦販売の契約を

締結した事例で，売買目的物の所有権を移転する意思がなかったこ



と等を理由に，金銭消費貸借が成立したと認定されたものがある

（最高裁平成5年7月20日第三小法廷判決・判タ872号183頁，判時

1519号69頁）。 

4 本判決の位置付け 

本判決では，ファクターとされる被告が，譲受債権のデフォルトリ

スクをほとんど負わないような契約内容であったことから，債権を

取得する意思が希薄であり，利息制限法所定の制限利率による利息

を上回る差額を取得することを正当化できるような事情がないなど

として，その間の取引を金銭消費貸借契約に準じるものと認定し，

利息制限法所定の制限利率で引き直した利息額を超える部分の返還

を命じたものである。ファクターが貸金業の登録を要するかどうか

にもかかわる問題であると考えられるが，この種の取引をめぐる一

事例についての判断として紹介する。 

（関係人仮名） 

［判決］ 



原告・反訴被告 X（以下「原告」という。） 

同代表者代表取締役 A 

同訴訟代理人弁護士 ＸＸＸＸ ＸＸＸＸ 

被告・反訴原告 

株式会社Y（以下「被告」という。） 

同代表者代表取締役 B 

同訴訟代理人弁護士 ＸＸＸＸ 

主 文 

1 被告は，原告に対し，467万4182円及びこれに対する平成26年11

月1日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。 

2 原告のその余の請求を棄却する。 

3 被告の反訴請求を棄却する。 

4 訴訟費用は，本訴反訴を通じてこれを10分し，その1を原告の負

担とし，その余を被告の負担とする。 

5 この判決は，第1項に限り，仮に執行することができる。 



事実及び理由 

第1 請求 

1 本訴 

被告は，原告に対し，491万6209円及びこれに対する平成26年10月

31日から支払済みまで年5分の割合による金員を支払え。 

2 反訴 

原告は，被告に対し，313万円及びこれに対する平成27年1月1日から

支払済みまで年6分の割合による金員を支払え。 

第2 事案の概要 

本件のうち本訴は，原告が，被告に対してした別紙債権目録記載の

集合債権（債権発生時期①及び同②のもの。以下「本件債権」とい

う。）の譲渡が実質は譲渡担保であり，原被告間の取引は，金銭消

費貸借契約に基づくものであったところ，原被告間の取引により過

払金が生じているとして，被告に対し，不当利得の返還を求めるも

のである。その附帯請求は，取引終了時からの民法所定の年5分の



割合による法定利息の請求である。一方，反訴は，被告が，本件債

権の譲渡は売買によるものであると主張して，原告に対し，被告に

本件債権を譲渡しながら代理受領権限に基づき取り立てた金員の引

渡しを求めたものである。その附帯請求は，約定の引渡日の翌日か

らの商事法定利率年6分による遅延損害金の請求である。 

1 前提事実 

以下の事実は，当事者間に争いがないか，別紙取引一覧表に掲記の

書証及び弁論の全趣旨により認められる。 

（1） 原告は，運送業等を目的とする会社である。被告は，ファク

タリング業等を目的とする会社である。被告は，後記取引の際，貸

金業の登録を受けていなかった。 

（2） 原告と被告とは，別紙取引一覧表のとおり，金銭の授受を伴

う取引（以下「本件取引」という。）を行った。金銭授受の名目は，

被告が原告の有する債権を買い取る売買代金及び原告による同債権

の買戻代金であった。 



（3） 原告は，被告との間で，本件取引開始に際して，本件債権

（ただし，債権発生時期①のもの）を対象として債権譲渡をする旨

合意し，債権譲渡登記手続をした。また，原告は，被告との間で，

本件取引の途中で，本件債権（ただし，債権発生時期②のもの。以

下「本件債権②」という。）を対象として債権譲渡をする旨合意し，

そのうち，債権の種類を運送料債権とするものについて債権譲渡登

記手続をした。 

（4） 原告は，平成26年12月31日までに，本件債権②のうち，平成

26年11月1日から同年12月31日までの間に弁済期が到来する債権を，

その各債務者から取り立てて，合計313万円を回収した。 

2 争点 

（1） 本件取引の法的性質（本訴・反訴共通）

【原告の主張】 

金員の貸付けとは，手形の貸付，売渡担保その他これらに類する方

法によってする金銭の交付又は当該方法によってする金銭の授受を

含むと解されるところ，本件取引は，これに該当するから，金銭消



費貸借契約に基づくものといえる。そして，原被告間でされた本件

債権の譲渡は，上記による原告の債務を担保する目的でされたもの

に過ぎない。 

【被告の主張】 

本件取引は，支払明細書（甲3（枝番を含む），乙18）や合意書

（甲4，乙1ないし15）の文言どおり，本件債権の売買及びその買戻

しである。 

（2） 本件取引が公序良俗に違反するかどうか

（本訴・反訴共通）。 

【原告の主張】 

本件取引は，実質的には金銭消費貸借契約に基づくものであるとこ

ろ，被告は，貸金業の登録をしていない。また，平成26年10月31日

の250万円の貸付けを例にとると，同年11月30日に313万円を返済す

る約定であり，被告が利息制限法をはるかに超える年利300%超の

高利を収受するものであった。したがって，本件取引は，暴利行為

に該当し，公序良俗に反するものであるから，無効である。 



【被告の主張】 

争う。 

（3） 被告の不当利得額（本訴関係）

【原告の主張】 

本件取引は公序良俗に反し無効であるところ，被告は，原告の窮状

に乗じて貸付けを行っていたもので，原告には何らの不法性がない。

そこで，被告から原告に対する貸付けは，それ自体不法原因給付で

あり，被告は，原告に対し，本来，その返還を求めることができな

かった。しかるに，被告は，本件取引において，原告から合計3791

万円を取り立てている。そこで，被告は，原告に対し，同額の不当

利得返還義務を負う。 

また，被告は，貸金業者であり，本件取引が公序良俗違反であるこ

とを認識していたから，悪意の受益者である。ただし，本訴におい

ては，原告が利息制限法所定の制限利率を超えた利息を支払ったこ

とによる過払金が生じたこと及び被告が悪意の受益者であることか

ら過払金に対する法定利息が生じたことを前提に，別紙取引 一覧表



の「原告主張を前提に利息制限法所定の利率で一連計算した場合の

残元金又は過払金」による過払金及び法定利息の返還のみを求め

る。 

【被告の主張】 

被告は貸金業者でなく，その余は否認ないし争う。 

（4） 原告の受取物返還義務（反訴関係）

【被告の主張】 

原告は，被告に本件債権②のうち，平成26年11月1日から同年12月31

日までの間に，弁済期が到来する債権であって，313万円という金

額で特定される債権を売り渡したものの，被告から代理受領権限を

授与され，取り立てた金員を直ちに被告に引き渡す旨合意していた。

そして，原告は，同年12月31日までに，各債務者から313万円を取り

立てた。原告は，同額を同日に被告に引き渡す義務を負っていたと

ころ，同日が経過した。 

【原告の主張】 



取り立てた金額は認め，合意内容は否認し，その余は争う。原告は，

被告に対し，平成26年12月1日に3万円，同月5日に30万円を支払っ

た。 

第3 当裁判所の判断1 

争点（1）について－ 本件取引の法的性質 

（1） 前提事実の外，証拠（取引一覧表掲記の書証，原告代表者，

被告代表者）及び弁論の全趣旨 

によれば，以下の事実が認められる。 

ア 本件取引は，基本的な債権譲渡契約（甲2の1・2）が締結され，

それに基づく債権譲渡及びその買戻しの形式に依っていたものの，

対象となる債権は，本件債権のみであり，原告と被告とは，これを

ほぼ毎月のように反復して売買及び買戻しすることにより，金員を

授受していた。また，上記債権譲渡契約に基づいて，債権譲渡登記

手続が経由されるとともに，原告は，本件債権についての譲渡通知



を作成して被告に預託していたものの，原告は，被告から当該債権

についての代理受領権限を授与され，取引先である各債務者か 

ら従前どおり支払を受け，被告への支払その他の資金繰りに当てて

いた。 

イ 本件取引において，債権の売買代金は決められるものの，平成

26年6月までは，被告が原告に実際に支払う売買代金額はその一部

だけで，残額は，被告が債権全額の弁済を受けることを条件として

支払われることになっており，代金全額を支払うことはほぼ想定さ

れておらず，本件取引の途中からは，譲渡された債権のうち破産等

で回収不能となったものがあれば，さらに代金全額から減額するこ

ともできるとされた。同年7月以降は，そもそも弁済期で特定した

本件債権の一部（一定の金額分）だけが譲渡の対象とされるように

なった。 

ウ また，支払うとされた売買代金額からさらに，別紙取引一覧表

「支払明細書（甲3の1～16，乙18）における費目」のとおり，調査料

等が差し引かれることもあった。 



エ そして，原告が受け取る売買代金額よりも，原告が被告に支払

うべき買戻代金額の方が高額であり，その差額は，受け取った売買

代金額を元本として利息制限法所定の制限率により算定された利息

額を上回るものであった。 

（2） そこで検討するに，金銭消費貸借契約であれば，貸主は，利

息制限法所定の制限利率の限度でしか利息を収受することができず，

債権の売買契約ということでこれを上回る利益を上げることが正当

化されるとすれば，買主が，売買対象の債権につきある程度回収の

リスクを負うなど，相応の理由があってしかるべきであるが，上記

認定事実によれば，被告は，債権回収のリスクをほとんど負ってい

ない。また，被告が上げた利益は，専ら原告との間で繰り返し授受

された金員の差額によるものであり，債権を売買の対象としたとは

いえ，その代金を一部しか支払わないで済むとか，債権のうち一定

の金額分のみをあえて売買の対象とするなど，債権の額面とは無関

係に金員の授受がなされていた。加えて，原告が買戻しを行わなか

った場合には，譲渡債権の全額が回収できたときに初めて債権譲渡



代金全額の支払を受けるとか，債権の一定金額分のみの譲渡のため

に各債務者に債権譲渡通知が発送されてしまうといった不利益を受

けるから，本件取引において原告は，買戻しを行わざるを得ない立

場にあったものといえる。そうすると，本件取引では，金銭消費貸

借契約の要素たる返還合意があったものと同視することができる。 

被告は，本件取引は，原告の信用力でなく，あくまで債権の属性に

着眼して代金額を設定しているから，金銭消費貸借契約でなく，債

権の売買契約としての実質を有していたと主張する。しかし，原告

に当該債権の代理受領権限があった本件取引においては，前記1（1）

イのような取引の実態も踏まえると，債権の回収リスクは，原告の

信用リスクと同じことであるから，被告の上記主張は，これまでの

裁判所の判断を左右しない。 

（3） 以上によれば，本件取引は，金銭消費貸借契約に準じるもの

というべきであるから，利息制限法1条の類推適用を受けるものと

解するのが相当である。したがって，被告の原告に対する売買代金

等の支払を貸付けと捉え，原告の被告に対する買戻代金の支払を貸



付けに対する弁済と捉えて，同条所定の制限利率を超えて支払われ

た部分を元本に充当して計算した結果，過払金が発生した場合には，

不当利得としてその返還を求めることができるというべきである。 

2 争点（2）について－ 本件取引が公序良俗に反するか 

証拠（甲24，原告代表者，被告代表者）及び弁論の全趣旨によれば，

原告代表者は，運送業を営む会社の代表者であるが，平成25年9月

初旬頃，資金繰りに窮し，ファクタリングという金策手段があると

聞いて，被告の開設したインターネット上のホームページを見た上，

被告本店で説明を受けたところ，60万円を受領する代わり，所定の

期限には100万円を支払わなければならないと知って一旦は断った

が，再考した結果，被告との取引を開始したこと，本件取引により，

最終回に原告が被告から受領した金員を除いても，被告から受け取

ったのが3049万円余であるのに対し，被告に支払ったのは3791万円

であることが 

認められる。これらによれば，被告代表者が，原告代表者の軽率さ

や取引についての経験の無さに乗じたとも認められないし，利息が



著しく高利であったとも認められないから，利息制限法1条所定の

制限利率の範囲内の部分を含め，本件取引全部が暴利行為であった

とまではいえず，無効とも解されない。なお，原告は，被告が貸金

業の登録を受けていなかったことも指摘する。確かに，本件取引は，

金銭消費貸借契約に準じて考えられるべきものではあるが，貸金業

の登録の有無が，原告との関係で直ちに何らかの意味があったとま

ではいえない。 

3 争点（3）について－ 被告の不当利得額 

（1） 原告は，被告が調査料，登記費用，振込手数料，交通費の名

目で天引きしたものをすべて利息とみなして，不当利得額を計算し

ている。しかし，登記費用は，契約締結の費用と解されるところ，

利息制限法3条ただし書は，契約締結のための費用は，利息とみな

さないと規定する。そして，本件で債権譲渡登記手続がされたこと

は争いがないし，集合債権譲渡契約書（甲2の1・2）でも登記費用は

原告の負担とされている。そこで，登記費用を直ちに利息とみなす

ことは相当でない。次に，原告は，利得額の計算において一連計算



をしているが，この点は，本件取引が上記契約書（甲2の1・2）によ

る基本契約に基づいて継続的に行われており，過払金が発生した場

合に，これを後に発生する借入金債務に充当するとの合意があった

と認められることから，是認できる。 

（2） また，被告は，ファクタリングを業とする者であり，本件取

引が債権の売買であるとしても，金銭消費貸借契約に準じたものと

いえ，また，手形割引にも類似するところ，手形割引であれば貸金

業法の適用を受けると解される。加えて，証拠（被告代表者）及び

弁論の全趣旨によれば，被告は，各種コンサルティング業も会社の

目的としていること，被告代表者は，数年間，貸金業者の従業員と

して稼働していたことが認められる。これらによれば，被告は，本

件取引により不当利得が生じたことについて，悪意であったという

べきである。そこで，過払金について，その発生時から法定利息が

生じることとなる。 



（3） これらによって計算すると，被告の不当利得額は，別紙取引

一覧表の「認容額」のとおりとなる。被告は，原告に対し，その返還

義務を負う。 

なお，原告は，過払金に対する平成26年10月31日からの法定利息を

請求するが，同日までの法定利息については，同日に被告が原告に

支払った金員が充当されているので，原告が請求できるのは，その

翌日からの法定利息と解される。 

4 争点（4）について－ 原告の受取物返還義務 

これまでに検討したところによれば，本件債権の譲渡は，本件取引

における原告の債務を担保するものと解されるところ，本件取引が

終了し，原告には残債務がないので，もはや効力を有しないといえ

るから，被告の主張は，前提を欠くことになる。 

5 まとめ 



以上によれば，被告は，原告に対し，上記の限度で，過払金に法定

利息を付して支払うべきである。一方，原告は，被告に対し，受取

物返還義務を負わないというべきである。 

よって，本訴請求は，主文の限度で理由があり，反訴請求には理由

がない。 

（裁判長裁判官ＸＸＸＸ，裁判官ＸＸＸＸ，裁判官ＸＸＸＸ） 

別紙 債権目録〈省略〉




